

































































































































































































































































図 2 国際生活機能分類(ICF)における生活機能モデル（WHO，2001） 
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診断 分類 支援レベル 支援内容・期間
 軽度知的障害  IQ50～69(精神年齢9～12歳)  一時的な支援  必要な時だけの支援
 中度知的障害  IQ35～49(精神年齢6～9歳未満)  限定的な支援  限定的継続的支援
 重度知的障害  IQ20～34(精神年齢3～6歳未満)  長期的な支援  定期的で長期間的支援
 最重度知的障害  IQ20未満以下(精神年齢3歳未満)  全面的な支援  様々な環境での長期的集中的支援
表１　知的障害の診断・分類・支援レベル・内容・期間（AAMR(2002) を参考に作成）
的支援
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り、障害に関する科学認識の集大成である」と
定義し、障害理解は「障害者を好意的に評価す
ることが障害理解ではなく、障害に関する科学
的認識を持つこと。障害者はかわいそうな存在
というステレオタイプの思い込みは科学的認識
ではない」と述べている。そして、「障害理解」
を構成する要素として、①障害に関する正確な
「知識」、②知識を基にした適切な「認識」、③
認識から形成される「態度」、④態度の発現と
しての「行動」の４つをあげ、障害理解は実際
に行動として発現されてこそ意義があるものと
指摘している。
　障害児・者がかわいそうな存在として意識さ
れてしまうと、かわいそうな役割を果たす人と
してかかわろうとする人から期待されるように
なり、障害児・者は常に援助しなければならな
い人というステレオタイプな思い込み、役割期
待ができてしまうことになる。障害理解では、
なぜそのような内容や方法では理解が歪むの
か、理解が歪むと行動がどのように変わるのか、
何が科学的であるのかなどについて、心理学的
な実験や社会学的な調査（徳田，2005）を通し
て検討する必要がある。
２．障害理解研究
　国内における「障害理解」に関するこれまで
の研究を概観すると、障害児･者に関する「態
度」や「接触」に関する研究（伊藤・田川(1967)、
徳田(1990)、生川(1995)、川間(1996)、水野(1999)、
大谷(2002)等）や障害理解教育に関する研究（松
本・徳田(1994)、菊池・舟橋・須賀(1996)、真城
(2002)等）が多くみられる。
（１）障害理解研究のテーマ
　このように、「障害理解」研究は、障害に対
する態度・接触や障害理解教育等の実践科学
として発展しつつある。障害理解研究のテー
マとしては、以下の４つがあげられる（徳田、
2005）。
　①障害理解の質と程度：誰の理解か、何に関
する理解かを明確にする本質的研究。
　②障害理解の測定方法：障害の質と程度を科
学的に明らかにする測定方法に関する研究。尺
度の構成には、誰に対して、何に関して、どの
要素について、測定しようとしているのか。
　③障害理解に影響する要因：学校や家庭での
教育や接触体験、人間観等障害理解に影響する
要因の研究。障害者に対する態度との関係がこ
れまで論じられてきている。障害児者との直接
的な接触体験（交流保育･教育、ボランティア、
職場等での直接的体験）や間接的な接触体験（テ
レビや映画、新聞等のマスコミ、書物、インター
ネット等による間接的体験）、教師の障害観、
親の障害観や家庭での障害に関する話題のあり
方、個人のパーソナリティ。
　④障害理解教育に関する研究：授業や活動の
内容と方法の検討等障害理解教育に関する実践
研究。
（２）態度・接触等の研究
　障害を伴う人々に対する態度に影響する要因
として、以下に示すように、①接触、②知識、
③社会の変化（川間、1996）があげられる。
　①接触が障害を伴う人々に対する態度に及ぼ
す影響：障害を伴う人との接触経験がある人の
方がその態度は好意的になるという研究は多い
が、逆に接触経験によって非好意的態度も強化
されるという結果の研究もある。接触が不愉快
な体験となった場合、否定的態度となる。態度
が単に好意的か非好意的かを検討するだけでな
く、接触がどのようなことに影響するかを検討
しなくてはならない。
　②知識が障害を伴う人々に対する態度に及ぼ
す影響：知識が態度に影響を及ぼすことは見ら
れるが、一貫した結果は得られていない。接触
と知識は密接不可分な関係で、この両者を同時
に改善していくことが障害を持つ人に対する態
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度を好転させていくのに重要。
　③社会の変化が障害を伴う人々に対する態度
に及ぼす影響：ノーマライゼーションの普及に
よって社会の注意が障害を伴う人々に向き、態
度はポジティブになる。
　障害を伴う人に対する役割期待に関しては、
知識や接触経験が多いほど障害者役割を強く期
待することが多く、本人の障害特性を見る前に、
その人自身を見ることの必要性が態度･接触研
究から推測できる。
　今日では、障害を伴う人との接触機会が増え、
ノーマライゼーション等の考えも浸透しつつあ
るため、障害を伴う人々に対する態度は好転し
てきている。ただ、例えば、計画性のある接触
体験と計画性のない接触体験とでは、障害理解
に与える影響は異なることが多く、態度・接触
等のかかわりについて検討する場合、計画性の
有無について考える必要性があると思われる。
Ⅳ．「障害理解教育」
１．障害理解教育
　「障害理解」を進める教育は「障害理解教育」
と呼ばれ、上述したように今日まで様々な取り
組みがなされてきている。家庭教育や保育所や
幼稚園における保育で障害理解を深める取り組
みがなされ、さらに、小・中学校、高等学校で
計画的な障害理解教育が実践されるようになっ
てきている。大学においても「障害理解教育」
と明確な取り組みがなされることは数多くなさ
れていないが、「障害」に関する授業科目での
取り組みや特別支援学校免許取得関連科目に関
する講義や演習で障害理解を進める教育はなさ
れていると言えよう。
　就学前においての障害理解教育のあり方とし
ては、子ども同士のかかわりにおいて、場所を
共有するだけの統合保育がなされている場合が
多く、逸脱するような行動を障害のためとして
子どもたちが理解し、我慢しなければならない
といったことが多いと、障害理解は深まらない
だけでなく、障害は特別なこと、怖いこと、嫌
なことと理解してしまうことになる。子どもた
ちの触れ合いが障害について親しみを感じられ
るような保育を計画し、実践していく必要があ
る。子どもたちが「障害」について気づき、考
え、理解していく実践が求められる。
　障害を伴う子どもが困っているから、「優し
くしてね」というかかわりを求めるだけでなく、
どのように困っているから、どのように考えた
らいいか、どのようにかかわっていけばいいか、
そのために保育者や教育者がどのような知見や
かかわりを身につけなければならないのか、保
育者や教育者が「障害理解教育」で学ぶ必要が
ある。
　就学以後の小・中学校における「障害理解教
育」は疑似体験による取り組みによって行われ
ることが多くなってきている。例えば、アイマ
スクをつけて視覚障害者の疑似体験による「障
害理解教育」を実践した場合、「視覚障害」は
「不自由」という短絡的な「理解」や偏った「知
見」を提供し、そのため、不自由でかわいそう
だから支援しなければならないという「態度」
を形成し、「視覚障害者」に対しての「かかわ
り」を行動づけることになってしまうことがあ
る。視覚障害者は常に支援を求めてはいないと
いう認識を持つ必要があり、また、「視覚障害者」
の困難は、疑似体験で感じるものとは異なるも
のであり、そのような実践にならないような計
画的な取り組み、実践後の事後学習が求められ
るところである。
　大学教育においての特別支援学校取得関連科
目等の障害教育に関する授業では、障害に関す
る「知見」を提示することが多く、受講学生自
身の障害を伴う人との「かかわり」の関係性の
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中でとらえ、考えるというプロセスが必要と思
われる。第三者的な知見を取得するだけで終え
ないような講義・演習が大学教育には必要であ
る。
２．特別支援教育
（１）特別支援教育に関する国際的動向
　1994年ユネスコは、障害を伴う子どもも障害
を伴わない子どもも､ 共に学ぶインクルーシブ
(inclusive)な教育制度を提起するサラマンカ宣
言を採択した。インクルーシブな教育とは、障
害児や優秀児、ストリート・チルドレン、辺境
地域の子ども等、特別な教育ニーズを有する子
どもたちが共に学ぶ教育形態・組織を意味し
､ インクルージョン(inclusion)教育と言われて
いる。インクルージョンとは、包括という意
味だが、排除という意味のエクスクルージョ
ン(exclusion)と対極にある概念であり、「排除」
という視点からの「障害」をとらえず、教育的
にも物理的にも、社会的にも主流の外に誰も残
さず、障害を伴う人の人間関係や社会性の向
上、さらに地域社会への広がりに視点を置いて
いる。つまり、教育の目的を、学校での適応に
視点を置いたものから、障害を伴う児童・生徒
の学校教育卒業後の地域社会まで視点を置いて
いる。
（２）国内における特別支援教育
　国内において上述したインクルージョン教育
の視点から実践するには、多様なニーズに対応
できる制度の改善や協力が教育に関する種々の
場で求められ、即時に実践するには多くの問題
があり、今後検討が求められるところにあるの
が現状である。
　2006年に学校教育法一部改正が実施され、
2007年4月から法令上も教育上も「特殊教育」
から「特別支援教育」へ移行された。主な改正
点として、①特別支援学校制度の創設、②特別
支援学校のセンター的機能の付加、③幼稚園・
小学校・中学校・高等学校において障害による
学習上、生活上の困難を克服するための教育を
行うことを明記したことがあげられる。
　また、「特別支援教育は、これまでの特殊教
育の対象の障害だけでなく、知的な遅れのない
発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼
児児童生徒が在籍する全ての学校において実施
されるものである」(「特別支援教育の推進に
ついて(通知)」文部科学省初等中等教育局長、
2007年4月1日)とし、地域の通常小中学校での
発達障害児に対する教育支援も積極的に取り組
まれ、特別支援教育の理念、校長の責務、体制
整備および必要な取り組みがなされることに
なった。
　特別支援教育が今後教育現場で機能していく
ための主な課題として、特別支援学校での障
害の多様化と重度･重複化への対応、ADHDや
LD、高機能自閉症等の発達障害を示す児童へ
の対応、小中学校での通級指導教室数の少なさ
と他校通級の多さへの対応、中学校での特別視
されることを拒否するためニーズがあっても支
援できない状況への対応、幼稚園と高等学校の
取り組みが不十分であることへの対応等があげ
られる。
　しかし、特別支援教育で一番重要なのは、こ
のような特別支援教育の教育効果を求めること
ではない。新たに発達障害という枠組みで概念
化し、発達障害を伴う幼児・児童・生徒の教育
効果を求めることではない。幼稚園や小・中学
校、高等学校において取り組まれるべき特別支
援教育とは、これまでの普通教育を中心に据え、
現状の特別支援学校、地域の幼稚園や小・中学
校での障害を伴う幼児・児童の支援教育に終え
ることではなく、障害を伴っても伴わなくても、
すべての幼児・児童・生徒が共に同じ時間、同
じ空間で教育がなされる教育の本質、さらに人
間の本質について、幼児や･児童・生徒、教員、
障害理解の視点　―「知見」と「かかわり」から―
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保護者、地域の人々が「知見」を広め、「理解」
し「かかわり」を深めていく機会であることを
理解しかかわっていくことである。
おわりに
　「障害理解」に必要なのは、「障害」の特性の
みに視点をあてて、「障害」から生じる問題を
改善することに対して「かかわり」をすること
ではない。「障害理解の視点」に必要なのは、
障害を伴う人が実際の生活場面で障害が障害と
して問題でなくなるような「知見」と「かかわ
り」が必要なのである。
　障害を伴う人やその親･家族にかかわる際、
障害を伴う人やその親・家族が「障害児・者」
や「障害児・者の親・家族」という枠組みから
解放され、「障害」という視点から自己や家族
をとらえることなく、「障害を伴う、伴わない」
という枠組みから解放され、自由に自己を、目
の前のわが子やきょうだい、友人とかかわりあ
える日々を、人生を送れるような「かかわり」
が必要なのである。
　多くの時に､ 多くの場で、自己と障害を切り
離して「健常者」の視点から「障害者」を見よ
うとする傾向がある。「障害理解の視点」と本
文の表題に用いているこの本文自体に､「障害」
という視点が始めにあっての「理解」から論じ
ているのではないかということを「理解」しな
がら､ 今後も障害を伴う人やその家族、教師や
地域の人々、それらの人々の人生に私自身の人
生でかかわっていきたいと思っている。
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